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地方分権改革に関する試算とその厚生効果＊
中村和之
1 .はじめに
本論の目的は，国から地方への税源移譲や地方交付税制度の改革（以下では
分権化改革という）が，地域間の所得分配，厚生に与える影響を考察すること
にある。
近年，地方分権化論の高まりを背景として，地方政府への税源の移譲や補助
金の改革に関する試算が精力的に行われている。例えば，東京都税制調査会
(2000），住友生命総合研究所（2001），内閣府（2001），田近・油井・佐藤（200lb),
岡本・吉村（2002）らは，地方分権化を指向するような改革を想定して，それに
伴う各地方政府の財源規模，自主財源比率の変化，税源の偏在の変化などを試
算しているO
多くの分析は，税源移譲や補助金の削減といった分権化改革が財政による地
域間の再分配機能を弱めることを明らかにしている。しかしながら，その結果
の評価については様々な議論が存在するo 改革の評価を複雑にしている要因は
二つあるO 第一に，改革によって生じる財源配分の変化を評価するためには，
各個人の効用関数や社会厚生関数を知る必要がある。例えば，図1は一人あた
＊本稿は日本財政学会第59回大会（東京大学）における田平正典氏との共同報告「地方分
権化と所得再分配および地方交付税の最適配分」の筆者担当部分を加筆・修正したもの
である。学会の討論者である山下耕治氏，並びに富山大学経済学部研究会，神戸商科大
学財政学研究会，明治学院大学地方財政セミナーの参加者の方々から貴重なコメントを
頂いたことを記して謝意を表したい。もちろん，ありうべき過誤は筆者の責に帰する。
本稿は平成13～14年度日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究（C)）による研究成果
の一部である。
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図1所得と公共支出の分布
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り所得と地方政府による一人あたり公共支出額を都道府県ごとにプロットして
いるO ここで，図中の実線のような無差別曲線群で表される選好を考えるのか，
或いは点線のような無差別曲線群を考えるのかによって，現状や改革に対する
評価は異なる。さらに，地方の財源配分に関する課題は地域の利害得失と結び
つけられ易く，各地域の厚生をもとに社会厚生を測定・評価する手続きに関し
ても様々な意見がある。
第二に，これらの試算の結果は改革の第1次的なインパクトを示すに過ぎず，
これだけで改革の効果を判断することはできなL、。現在の地方財政制度には深
刻な誘因阻害効果が存在することが，佐藤（2001），山下・赤井・佐藤（2002）ら
の分析によって明らかされつつあるo したがって，改革によって従来の地方財
政制度が持っていた財源調整機能や所得再分配機能が弱められたとしても，こ
れが効率性の改善を伴うならば財源規模の脆弱な地域に負の効果を与えるとは
断言できなL、。
本論では，分権化改革に関する財源規模や所得の変化に関する試算を行い，
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上述の二つの問題を踏まえてその経済厚生上の合意を探る。最初に，国税や地
方税の負担を考慮した個人の所得額と地方政府が供給する公共支出額を都道府
県ごとに推計するO 次に，税源の移譲，地方交付税の基準税率の引き下げ，基
準財政需要の算定方法の簡素化といった分権化を指向するような改革を想定し
て改革後の所得と公共支出の配分を試算するO そして改革の前後での分配の態
様を比較・評価するO
改革の試算という点で本論は数多くの先行研究と同じであるが，上述の二つ
の問題に応えるために，以下のような新しい枠組みでその評価を試みる。第一
の問題に対して，本論ではローレンツ関数を多変量に拡張した枠組みを用いて
改革の厚生効果を考える。既に中村・園崎・田平（1999）は，所得と地方政府の
財源を一対ーで集計してローレンツ関数を用いて地方財源の配分に関する厚生
効果を分析している。ここでは彼らの分析を拡張して，所得と公共支出を集計
することなくベクトルの形で評価する。これによって所得と公共支出の異質性
を考慮、しつつ，効用関数や社会厚生関数を厳密に特定化することなく改革が持
つ厚生上の合意を判断できるO
第二の問題に対して，本論では一般化されたローレンツ関数を多変量に拡張
した枠組みを用いて，一体どれだけの実質的な所得や公共支出の増加があれば，
改革は厚生上望ましいと判断されるのかを考えるO 指摘されているような誘因
上の問題点が改革によって緩和されるならば，その効果は公共サービスの生産
効率の改善による実質的な公共サービス供給量の増加や，地域内の資源配分の
改善による所得の増加となって現れるであろう。本論ではその効果を直接に推
計する代わりに，このような効率性の改善効果がどれだけあれば，分配面で生
ずる負の影響を補って余りあるのかを検討する。
次節では，以後の分析で用いるローレンツ関数を多変数に拡張した概念を紹
介し，その性質を述べる。第3節では分析に用いるデータについて述べる。第
4節では，分権化改革の効果について得られた結果をまとめる。最後に，分析
から得られた政策的含意を述べてまとめとしたL'o 
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2.分析の枠組み
この節では，分析の枠組みと以後の分析で用いる概念をまとめておく lo
2.1 個人の効用と社会厚生
すべての個人は同質的であり，彼らの状態は租税や政府による移転支出を考
慮、した後の所得（以後たんに所得と呼ぶ）と居住する地域における公共支出額に
依存して， u;=u(x’）のように表されるものとする。ここで， x;=(J/,gi）＇は，個人 i
の所得（〆）とその個人が居住する地域の地方政府によって供給される一人あた
り公共支出額（ど）からなるベクトルである 20 以下では， Uを（個人の状態に関す
る）評価関数と呼び，凹関数でそれぞれの要素に関して非減少関数であると仮
定する（以後このことを仮定1と呼ぶ） 30 N人の個人からなる社会の状態は，各
個人の評価関数に依存してW=W(u）のような社会厚生関数で表されるO 但し， u
=(u1, .・，UN）で‘あるO Wは非減少関数であり， Schurconcave(S凹）で・あることを仮
定する（以後このことを仮定2と呼ぶ）40
2.2 厚生比較の基準
本論では，改革前と改革後の分配の状態を，上述の評価関数と社会厚生関数
を前提として，比較，評価することによって問題に接近する。
改革前の個人iの所得と彼が享受する公共支出額を，ベクトルの形でbi=(b~， b~） ’
のように表す。但し， b；は個人iの改革前の所得を表し， b；は個人iが享受する
改革前の公共支出額を表す。社会における初期の配分をB=[b1,. ,bN］のような行
1 以下の記述は， Kolm(1977),Marshall and Olkin(1979), Karlin and Rinott (1983), 
Mosler(1994), Koshevoy(1995), Tsui(1999), Dhal(1999）などに拠っている。
2 以下ではプライム「’」によってベクトル，行列の転置を表す。
3 uは価格ベクトjレpが一定の下で・の制限された間接効用関数， u(J沼）＝v(y,g,p）と考えるこ
ともできる。しかし，本論では改革に伴う価格の変化等を一切考慮、していないので， uは
政策担当者， もしくは社会の構成員が個人の状態を評価するために用いる一つの尺度と
考える。
4 S凹については， Marshalland Olkin(1979）の3章を参照。 Wが微分可能ならば， S凹性
は， Hを任意の置換行列としてW(u)=W(ufl)が成り立つこと（対称性）と，（叶U；）（θWlfJu「
θ 砂ゲδ Uj） ~Oがすべてのi,jについて成り立つことのこつの性質により過不足なく特徴付け
られる。例えば，シミュレーション分析でしばしば用いられるW=y-1L.,(d)1，但し， y::;1, 
のような関数はS凹である。
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列によって表す。或いは， by＝（臥…，h;), bg=(b；， …，b~）で社会における改革前の所
得と公共支出の分布を表すと， B=[b/,b／］’である。改革後の個人iの所得と公共
支出も同様にa；＝（叫，a~）’のように表すと，改革後の配分は， A=[a1, . ,aN]=[a/,a/]' 
と表される。
改革前の配分Bと改革後の配分Aから得られる社会厚生， W[u(b1),. ,u(bN）］と
W[u(a1), . ,u(aN）］，を比較する尺度について述べる。まず，以下の概念を定義す
る。
定義 1: A,Bについて， d三BPとなるようなN×Nの二重確率行列Pが存在する
とき， AはBによってweaklyuniform supermajorise (WUM）される，と言われ，
A<WBと書く 50
WUMの特殊ケースとして，改革前後で所得の総額と公共支出の総額がとも
に変化しない，すなわち， Z;bj= L: ;aj, j=y,gであるとき，以下の評価基準を考
える。
定義2:AとBについて， A=BPとなるようなN×Nの二重確率行列Pが存在する
とき， AはBによってuniformmajorise(VM）される，と言われ， A<Bと書く 60 
WUM, UMは一変数のローレンツ支配関係を多変数に拡張した概念であるo
A,Bが行列ではなくベクトルのとき， WUMはShorrocks(1983）や綿貫（1977）に
よって提案された一般化されたローレンツ支配基準と， UMは通常の意味での
ローレンツ支配基準とそれぞれ一致する。 WUM, UMの厚生上の含意は以下
の性質にまとめられるO
性質1: u, w:がそれぞれ仮定1と仮定2を満たすとする。このとき， もしもA<
WBならば，必ず， W[u(a1），…u（凶］三W[u(b1),. ,u(b勺］，である 70
すなわち，仮定1,2を満たすような評価関数や社会厚生関数の下で， WUMも
5 二重確率行列とは，すべての行和と列和が1である非負の正方行列のことを言う。
weakly uniform supermajoriseという用語は本論で便宜的に用いた。 Marshalland 
Olkin(1979）は， A,Bがベクトルの場合に同様の関係が成り立つことを， AはBによって
weakly superma1・ariseされると呼んでいる。
6 uniform majorise という用語はTusi(1999）に拠る。このことを， Marshalland 
Olkin (1979), Mosler(1994）で、は単に， AはBによってmajoriseされる，と呼んでいる。
7 証明は補論を参照o AくBならばdくWBであるので性質1はUMの場合にもあてはまる。
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しくはUMの関係に着目することによって，さらなる関数の特定化を必要とせ
ずに改革の厚生効果を判断することができる。
直感的には， UMは初期の各人が得る所得と公共支出が二重確率行列によっ
て平均化されることを述べている。この結果，個人の評価関数が凹関数であれ
ばZ;U(X；）は増加するとともに，その格差は縮小するo このような格差の縮小は，
社会厚生関数がS凹ならば，必ず望ましいと判断される 80
WUMやUMの成立には，改革前の所得と公共支出の配分を同ーの二重確率
行列で平均化することから改革後の配分が得られる，という比較的強い条件が
要求される。次に，この条件を少し緩やかにした基準とその厚生上の合意を考
える。
まず， A=BPの成立はA=BP＊となるような確率行列P＊が存在する場合の特殊
ケースであることに着目して以下を定義する 90 
定義3[Dahl(1999)] : A=BP＊を満たすような確率行列P＊が存在するとき， dは
Bによってmatrixmajorise(MM）される，と言われ， A<MBと書く。
MMの厚生上の合意は以下の性質に要約されるO
性質2[Dahl(1999)] : uが1次同次の凹関数であるとする。このとき，もしも
A<MBならば，必ずL;u(d）三L;u(hうで、ある /00 
すなわち， MMは，評価関数がCES型やコブ・ダグラス型といった関数型で表
され，かっ社会的厚生が個人の効用の総和で判断される場合と整合的な基準で
ある。
次に， A=BPの成立は， ay=byPy,ag=bgPgとなるような二重確率行列Py,Pgが存
在する場合の特殊ケースであることに注目して以下の評価基準を考える。
定義4[Marshall and Olkin (1979)] : a;=b;P;, i=y,gとなるような二重確率行
列P，が存在するならば， dはBによってrowwisemajorise(RM）される，と言われ，
8 より一般的には，すべての凹関数ulこついて， Z.,u(a’）ミZ.,u(h＇）であることと， dくBであ
ることは等価で、ある。詳細はKarlinand Rinott(1983), Mosler(1994）を参照。
9 すべての行和がlであるような非負の正方行列を確率行列と言う。
10 証明はDhal(l999）を参照。
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A--<RBと書く 110
RMは，改革前後の所得と公共支出の配分がそれぞれ，必ずしも同一でない二
重確率行列によって関係つ守けられることを述べており，個人の状態に影響を及
ぼすような財や資産のそれぞれについて個別に分配の公平を追求するという考
え方（specificegalitarism）と整合的である。 RMの厚生上の合意は以下の性質
で表される。
性質3: uが加法分離的な凹関数，すなわち， u(x；）＝中(y’）＋φ（i）のように表され
るものとする。このとき， A--<RBならば必ずZ;U(a；）ミZ;U(b；）である九
表 1 厚生評価の基準
定義 厚生上の合意 評価関数の性質 社会厚生基準 dはBによって～majoriseされる 関数の性質
WUM d三BP,Pは二重確率行列 dくWB訪問u(a)J三W[u(b)J 非減少，凹関数 S凹
UM A=BP, Pは二重確率行ヂlj dくB二争W[u(a）］三W[u(b)] 凹関数 S凹
MM A=BP*, P＊は確率行列 AくMB＝争Z刈a1:'. l: ;U(b') 一次同次，凹関数 W=l:;u(x’） 
RM め＝b/'1• P1は二重確率行列 dくRB二争L:,u(aう：＇.：＇. l:;u(b’） 加法分離的，凹関数 W=l:,u(x’） 
以下の分析では，上述の四つの基準（WUM,UM,MM,RM）を用いて改革の厚
生評価を行う。その定義や性質を改めてまとめると表1のようになるO 定義1～
4から明らかなように， UMならばWUMであり，かつMM,RMでもある。但
し， MMとRMでは同じ分配の変化に対して逆の判断が下されることを排除で
きなL、。また， MMやRMに基づき厚生の判断を行うとき，ある個人への資源
の集中を望ましいと判断する場合があるO MMは特定の個人（地域）に所得と公
共支出の両方が改革前と比較して集中するような配分を望ましいと判断するこ
とがある。 RMは個別の変数の分布毎にローレンツ優位の有無を問題にするの
であるから，所得格差を逆進的な公共支出配分で補っているとき，所得格差を
不変に保ち公共支出の逆進度を弱めるような政策を望ましいと判断するO
11 Mosler(1994）は，これをmarginalmajor包ati onと呼んでいる。
12 uが凹関数なので，ゆ，φはともに凹関数となり，それぞれについてAtkinson(1970）の定
理を適用すれば性質3を得る。
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2.3 集計データによる修正
以下の分析では，改革の厚生効果を評価するために，都道府県ごとに集計され
たデータを用いるO ある都道府県に居住する個人の状態は，当該都道府県の人口
一人あたり所得と人口一人あたり公共支出に基つeき評価される。すなわち，都道
府県Jに居住する個人の改革前の状態は，（ιペbg＊＇）’＝b事＇＝（1/LJ) :r.iEJbiで表される。
ここでLJは都道府県Jの人口である。同様に，改革後の状態は， a*'=:=(l/LJ)L.疋Ja'
に基づき評価される。
このとき， UMやWUMの成立を，すべての個人の改革前後の配分を表す行
列B,Aと全人口×全人口の二重確率行列Pによって確かめる代わりに，都道府
県数×都道府県数（47×47）の正方行列で第i行の行和が第i都道府県の人口に等
しく，第j列の列和が第j都道府県の人口に等しし、ような非負行列Qとb*',a＊＇よっ
て特徴つeけることができる。すなわち，
性質4:s個からなる各地域の所得と公共支出がそこでの人口一人あたりの値，
bペaがで表されるとする。このとき， Qをqij三0,L.;qy=L；，ヱjqij=Ljを満たすS×S
の行列とすれば， A-<WBであることと， ［L,a＊＇，…Lsa均三［b＊＇，… bが］Qであること
は同値九
上で述べた行列Qは，対応する二重確率行列Pを都道府県ごとに縮約した行
列となっている。このような単純化によって，後述の線形計画問題のサイズを
縮小することができる。
2.4 分析の方法
次節以降では，以下の二つの方法で改革の厚生効果を分析するO 第一に，分
権化改革によって生ずる地域間の財源配分や所得の変化が， UM, MM, RM 
の各基準でみて支持されるのかを考えるO このために，現在のデータによって
推計された配分Bと，試算によって得られた配分dを比べて， UMの必要条件で
あるRM,MMの成立を調べる。もしもこれらが成立するならば，さらに以下
13 証明は補論を参照。
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の必要条件の成立を検討するO
性質5: A-<.Bならば， conv{a1，…，a勺~conv{b1,.. ,bつが成り立つ。ここで、conv｛・｝
は凸包を表す九
これらのどの必要条件も，その成立を図によって幾何的に確認することができ
る150 これによって，評価関数や社会厚生関数に関するどのような前提の下で
改革が望ましいと判断できるかを知ることができる。
第二に，改革によって生ずる所得や公共支出の相対的な分布は所与として，
どれだけの所得や公共支出の増加があれば， WUMの基準で見て改革前よりも
社会厚生が改善されると判断できるのかを考える。この問題は以下のように定
式化されるO
minx (0，…，0, L JLJay *', ヱJLJay*')x, 
s.t. [Eぃ.，£47,094,094].x=(Lトリム7,L1，…，L47)',
[Bi，…B47, Ay, Ag].x三（L1ay＊ふ.，L47Gy*47,L1ag *1, . ,L47Gg *47）’， 
x2::0. 
ここで， 目的関数にかかる係数は最後の二つの成分以外は全てゼ、ロであるような1
×2,211のベクトルであるO 等式制約の左辺の行列を構成する行列Eは， 47×47
の単位行列Iと，第iJIJの成分が全て1で、残りの成分が全てゼロである47×47の
行列E＊；を用いてι＝［／，£＊；］’のように構成される94×47の行列である。 094は全て
の成分がゼロである94×1のベクトルを表す。不等式制約の左辺のB，はその第i
行と第47+i行がそれぞれbyとbgに等しくその他が全てゼロである94×47の行列
である0 Ay,Agはそれぞれ94×1のベクトルであり，ん＝（－L1ay*1, . ,-L47Gy *47,0，…，0）’， 
Ag=(O, ・・,O，ーL1ag＊ふリー L47Gg牢47）’で、ある。この問題の実行可能解を， qiを1×47のベ
クトルとしてx=(q1,. ,q勺J3y, J3 g）＇と書くと，等式制約と解の非負制約から，これ
14 性質5はUMの定義から直ちに導かれる。
15 MMについてはDahl(1999）の方法を使うことができる。 RMは所得と公共支出のそれぞ
れについてローレンツ曲線を描くことでその成否を判断できる。性質5も図1のような
平面上に凸包を描くと判断できる。もちろん，これらはすべて必要条件であるから， UM
の成立をこれらだけでは確認できない。しかし，後の分析を先取りして言えば，性質5
の条件を満たすような改革は皆無であった。
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をもとに構成される行列［qi：…イ7’＇］！ま’性質4で示された行列Qとなり，不等式制
約から（l+pj)[L崎牢l…L4幼 *41］三［島＊ι.，bj*47]Q,j=y,gが成り立つ。すなわち，改
革後の配分を比例的にp川 pgの率で増加させるような配分は，改革前の配分に
よってWUMされるO この問題の最適解は，その中で所得と公共支出の増加額
が最小となる組み合わせを選んでいる九この問題を解くことによって，仮定
1や2の性質を持つ評価関数や社会厚生関数のもとで，改革が厚生の改善を達成
するために最低限必要な効率性の改善額を知ることができる。
3.資料について
3.1 所得と公共支出の定義と推計方法
データの加工，作成は主として先行研究の手法を援用しているので以下では
その概略だけを述べる 170 分析の対象は，平成11年度である。所得と公共支出
額は都道府県単位で集計された値を当該都道府県の人口で除した人口一人あた
り額をもとに求める九所得（以下では再分配後所得という）は，以下のように
定義する 190 
再分配後所得＝再分配前所得一租税負担十地方政府による移転支出．
租税負担は，表2のような転嫁仮説に基づき，負担を按分する。個人の再分配
前所得は道府県ごとに県民経済計算に基つeき以下のように定義して推計する 200
再分配前所得＝雇用者所得＋個人企業所得十家計の財産所得受取．
16 ここでは，全ての地域で一律にBy,Bgだけ所得や公共支出が増加するような状態を考えてい
る。もちろん，改革による効率性の改善の程度は地域ごとに異なるのが普通である。しかしな
がら，本論では，改革によって効率性が改善されるメカニズ‘ムまで・深く立ち入った考察を行わ
ないので，第1次的な接近としてこのような方法をとる。地域の属性ごとに効率性の改善の程
度が異なることが明確であれば，これを取り込んだ分析を本論の枠組みで行うことは可能であ
る。
17 データの加工や推計の詳細については，求めに応じて供することとしたい。
18 したがって，各地域内における所得や公共支出の格差は考慮されていなL、。また，公共支
出が持つ公共財としての特性や混雑効果も考慮していなし、。
19 地方政府による移転支出は，データの制約のため都道府県，市町村が支出する扶助費のみ
を取り上げた。したがって，公的年金や社会保険等を通じた所得再分配は含まれていない。
20 但し，当該年度の県民経済計算では，茨城県の個人企業所得の値が記載されていないので，
他の都道府県データを参考として推計した。また，租税負担を推計する際に必要となる家計
の配当受取，利子受取についても茨城県の値が記載されていないため，別途推計した。
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表2 租税の負担に関する仮説と按分方法
税目 最終負担者 各地域への按分方法 資料＊
所得税（申告分，利子配当以外の 所得を得た 市町村民税のシェアで按分 A,B,C,D 源泉徴収分） 個人
源泉所得税（利子・配当に関す 所得を得た 家計の配当受取，家計の利子受 A,B,D る個人支払分） 個人 取のシェアで按分
住民税（個人） 納税者 決算数値をそのまま利用 c 
道府県民税利子割（個人） 所得を得た 家計の利子受け取りのシェアで A,B,C 個人 按分
個人事業税 事業者 決算数値をそのまま利用 c 
法人税，（利源法子泉人所割），得（法法税人人（法事）人，業特支税別払，土道分地府）， 
住県保有民民税
株主，消費 家計の配当受取と民間最終消費 A,B,C,D 者 支出のシェアで按分
消費税，航空機燃料税，石油税，関税，とん税，
印紙収入，特別とん税，原油等関税，地方消 消費者 民間最終消費支出のシェアで按 B,C,D 費税，特別地方消費税，鉱区税，鉱山税，軽油 分
引取税，固定資産税（償却資産，都道府県分）
たばこ税・たばこ特別税 消費者 市町村たばこ税のシェアで按分 C,D 
道府県たばこ税，市町村たばこ税 消費者 決算数値をそのまま利用 c 
酒税 消費者 酒類への支出額と飲酒代で按分 D,F 
揮発油税，石油ガス税，地方道 消費者 中間投入分：民間最終消費支出で按分 B,D,E,F 路税 家計消費分・ガソリン支出のシェアで按分
自動車重量税，自動車税，軽自 自動車保有 1自／動2を車民保間干最終消費支出，で1／按2分を B,C,G 動車税，自動車保有税 者，消費者 有車両数のシェア
電源開発促進税 消費者 家計消費分：電気代支出のシェアで按分 B,D,E,F 中間投入分・民間最終消費支出で按分
相続税（含む贈与税） 相続人 国税局管内ごとに一人当たり税 D 額を計算
固定資産税（土地），都市計画 所有者，消 個人支払分は課税標準額で按分．法 B,C,H,I 税（土地） 費者，株主 人支払分は法人税と同じ経路で転嫁
固定資産税（家屋），都市計画 居住者，消 住居については課税標準額で，非住居 B,C,H,I 税（家屋） 費者 については民間最終消費支出で按分
不動産取得税，ゴルフ場利用税，狩猟者登録税，法定 当該地域の 決算数値をそのまま利用 B,J 外普通税，入猟税，旧法による税，入湯税，水利地益税 住民
資料の出所： A：国民経済計算年報， B：県民経済計算年報， C：地方財政統計年報， D：国税庁統計年報書， E
産業連関表， F：全国消費実態調査， G：自動車車両保有数， H：固定資産の価格等の概要調書， I：市町村交付
金及び都市計画税に関する調， J：地方税に関する参考係数資料
各地域における公共支出は，都道府県，市町村によって直接支出されるもの
に限定する 210 さらに，都道府県，市町村の歳出をすべて含めるのではなく，
21 多くの地域の受益と負担に関する分析では，国の直接支出の地域別帰着も推計して考
察の対象としている（例えば，岡本・吉村， 2002；斉藤， 2001；石他， 1982なと‘）。この意味
で本論の分析は限定的である。しかしながら，国の麗接支出が国家的な公共財であり，
すべての国民が等量消費していると考えることができるならば，以下の分析の結果は基
本的に変わらない。
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以下のような基準で，分析対象とする地方政府の支出額を求める。第一に，応
益原則にしたがって対価の徴収とサービスの供給が行われていると見なされる
ものを地方の歳出総額（＝歳入総額）から控除する 220 第二に，歳出のうち，当該
年度の公共サービス供給とは見なし難いものを控除する 230 第三に，家計に移
転される扶助費と，地方政府間の移転である都道府県支出金も控除するO
この結果，都道府県ごとの都道府県・市町村による公共支出の総額は以下の
ように推計されるO
公共支出額二地方税＋地方交付税＋交通安全対策特別交付金＋国庫支出金
十固有提供施設等所在市町村助成交付金＋繰入金＋繰越金
＋地方債一公債費 積立金一投資及び出資金一貸付金一繰出金
一前年度繰上充用金一扶助費．
次節の試算では，改革に伴って各地方団体の地方交付税の額が変化すること
を考慮、して分析を行う。このような推計を容易にするために，基準財政収入額
を現実の値ではなく基準財政需要額ー普通交付税配分額として定義し，この基
準財政収入額と地方税収，基準税率の関係を以下のように定式化する。
基準財政収入額＊＝現実の基準財政需要額一現実の普通交付税配分額
＝基準税率×（法定普通税他の税収決算額）＋残差．
上式の残差は基準財政収入額と現実の基準税率，税収額によって決まり，次節
の地方交付税に関する改革の試算ではこれを不変として取り扱う。上式はすべ
ての都道府県，市町村ごとに求める。したがって，データは最終的には都道府
県ごとに集計されるが，財源規模の変化等は個々の都道府県，市町村毎の変化
を反映している。
3.2 現在の配分
分権化改革の効果を分析する前に，現在の財政による地域間の所得再分配効
22 該当するものは，分担金及び負担金，使用料，手数料，財産収入，寄付金，諸収入で
ある。
23 該当する費目は，公債費，積立金，投資及び出資金，貸付金，繰出金，前年度繰上充
用金である。
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果を概観する。表3は所得と租税負担に関する数値をまとめている。ここから
第一に，再分配前後での所得のジニ係数を比較すると，租税による地域聞の所
得再分配効果が存在することがわかる。第二に，国税と地方税の集中度係数の
比較から，地方税の方が租税負担の累進度が高いことがわかる。表4は，地方
政府の支出に関する数値をまとめている。ここから第一に，公共支出の集中度
係数を見ると地方の公共支出が所得に対して逆進的に配分されていることがわ
かる。第二に，地方税の集中度係数から，地方税収が所得水準の高い地域に偏
在しており，所得の格差を拡大する形で税収の偏在が生じていることがわかるO
第三に，普通交付税の集中度係数から，地方税収が累進的であるにもかかわら
ず逆進的な公共支出の配分を可能にしているのは，地方交付税による移転の存
在であることがわかる。
表3 所得に関するデータ（平成1年度）
総額（百万円） 人口→人あたり額 租税・移転の ジニ係数 再分配前所得で評（百万円） 負担率 価した集中度係数
再分配前所得 361,534,237 2.8677 0.0918 
国税の負担 50,106,166 0.3974 0.1386 0.1114 0.1031 
地方税の負担 34,946 402 0.2772 0.0967 0.1170 0.1079 
家計への移転 6 912 720 0.0548 0.0191 0.1716 自0.0231
再分配後所得 283,394,388 2.2479 0.0857 0.0851 
表4 地方政府による公共支出に関するデータ（平成1年度）
総額（百万円） 人口一人あたり額（百万円） ジニ係数
再分配前所得で評価
した集中度係数
公共支出 60 359 690 0.4788 0.1322 -0.1000 
地方税の税収ω 35 026 119 0.2778 0.1341 0.1222 
普通交付税 19 612 367 0.1556 0.3966 -0.3735 
(a）：国からの固定資産税（交付金）の分だけ，表3の地方税の負担よりも多L、。
4. 改革案とその評価
この節では，（i）税源の移譲， (i）基準税率の引き下げ，（ii）基準財政需要の簡
素化，という 3つの分権化改革案について，改革後の所得と財源の配分を試算
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する。続いて，改革が社会厚生に与える影響を検討するために，これらを第2
節で述べた基準と方法を用いて比較する。
4.1 税源の移譲（1)
最初に，国から地方への税源移譲として，国税である所得税と消費税を，地
方の住民税と地方消費税として移譲する改革を考えるO
具体的な設定は表5にまとめられているO まず，国の個人所得税と消費税を
それぞれY円（合計2Y円）だけ減税する。これによって各個人の負担は現在の租
税負担と比例的に減少すると考えるO 国税を減税する代わりに，地方の住民税
（所得割）と地方消費税をそれぞれY円だけ増税する。これによって現在の当該
租税の負担に比例して各個人の負担が増えるものとするO この結果，都道府県
と市町村の地方税収が合計で2Y円だけ増加する。
地方政府の税収は以下のように変化するものとするO 住民税は，現在の都道
府県と市町村の住民税所得割の構成比（約39:61）に基づ、き， 0.39×Y円が都道府
県の税収増， 0.61×Y円が市町村の税収増になるとする。地方消費税は，都道
府県ごとに現在の地方消費税（清算後）の税収に比例して税収が増加するものと
する。このうち0.5×Y円が地方消費税交付金を控除した後の都道府県の純税収
増となる。残りの0.5×Y円は市町村へ従業者数と人口の構成比に応じて地方消
費税交付金として配分される。
地方交付税は国税の減税分だけ削減されるものとする。都道府県と市町村に
対する交付税の削減総額は，移譲される税源の規模と等しく設定した。地方政
府における税収増加は，基準財政収入の増加となり，一定の基準財政需要額の
下でも，普通交付税の交付額が減少する。但し，交付税の不交付団体が存在す
るから，税源移譲に伴う交付税財源削減額と地方交付税の減少額が総額で一致
するように，地方団体の基準財政需要をep（都道府県）， 9s（市町村）の率で一律
に削減する九以上の設定から，再分配後所得の総額と公共支出の総額は改革
24 すなわち，改革前の普通交付税総額をLATp（都道府県）， LATs（市町村）とし，改革前の第t
都道府県，もしくは第i市町村における基準財政需要と基準財政収入をそれぞれBN;,BR；と
し，そこでの地方税収の増加額をt:i.T;とすれば，以下が成り立つようにSp,Ssを求める。
（都道府県） : :L;max{(l・Sp)BN;-BRr0.8×t:i.T,O}=LATp-L;t:i.T, 
（市町村）： :L;max{(l-Ss)BN;-BR「0.75×企T,O}=LAT¥"":L;t:i.T, 
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の前後で変化しなし、。
財源移譲の規模は， 2Y=l～7兆円の問を2兆円刻みで変化させるケースと，国
税と地方税の税収が等しくなる2Y=7.54兆円のケースを考える。このうち， 5兆
円の国税を地方税に移譲するような改革を特に基本ケースと呼ぶことにする。
このような税源移譲改革は，地方政府の財源規模に交付税の交付団体と不交
付団体の間で異なった影響を与えるO 交付税の不交付団体でば，一般財源の純
増により必ず公共支出額が増加する。一方，地方交付税の交付団体では，地方
税収の増加による一般財源の増加効果と，交付税財源の減少による基準財政需
要の削減効果の大小関係によって，公共支出額の変化が決まる。例えば基本ケー
スでは，交付税の財源と配分をバランスさせるには，都道府県で約3.0%，市町
村で約7.8%だけ基準財政需要を引き下げねばならなし、。これらの効果によって，
表5で示されるように不交付団体の数は改革前よりも増加するO
表5 税源移譲の設定
5兆円財源の移譲規模 1兆円 3兆円 7兆円 7.48兆円基本ケー ス
国税の削減額（百万円）
個人所得税（b)
消費税
普通交付税の削減額（百万円）
都道府県
市町村
地方税の増税額（百万円）
都道府県民税（所得割）
市町村民税（所得割）
地方消費税（都道府県分）ω
地方消費税交付金（市町村）
基準財政需要の削減率（%）
都道府県（Sp)
市町村（8s)
普通交付税不交付団体の数（d
-500,000 -150,000 -2,500,000”3,500,000 -3, 770,012 
-500,000 -150,000田2,500,000-3,500,000 -3, 770,012 
-390,508 -1,171,524 -1,952,539 -2, 733,555 -2,944,439 
-609,492 -1,828,476 -3,047,461 -4,266,445 -4,595,585 
140,508 421,524 702,539 983,555 1,059,433 
359,492 1,078,476 1,797,461 2,516,445 2,710,579 
250,000 750,000 1,250,000 1,750,000 1,885,006 
250,000 750,000 1,250,000 1, 750,000 1,885,006 
0.60518 1.81553 3.02588 4.36153 4.75769 
1.13113 3.76278 7.84871 13.29704 15.09236 
都道府県 1 1 1 2 2 
市町村 104 149 249 365 407 
(b）：源泉所得税（但し，利子．配当課税を除く）と申告所得税
(c）：地方消費税清算額－地方消費税交付金
(d）：改革前の普通交付税不交付団体の数は， 1（都道府県）， 84 （特別区を除く市町村）
-83 ( 363）一
表6 税源移譲の効果
財源の移譲規模 1兆円 3兆円 5兆円 7兆円 7.48兆円基本ケー ス
分布の比較
所得の分布（e) ay>-by ay>-by ay>-by α・y>-by a.v>-hy 
公共支出の分布e ム ム bg>-ag hg>-ag hg>-ag 
厚生に関する判断（f)
MM: BM>-A 。 。 。 。 。
RM : BR>-A × × × × × 
UM : B>-A × × × × × 
試算の結果
WUMとなる増加率（%）
所得（仇） 0.00308 0.00941 0.04146 0.03625 0.08857 
公共支出（払） 0.43782 1.48373 2.88809 5.16202 5.57801 
WUMとなる~）：；a；＋~よ ；a;（百万円） 272,987 922,240 1,860,734 3,218,237 3,617,887 
(e): a;'?-b；は， aはbによってmajoriseされることを意味する（すなわち， bの方が格差が
小さL、）。ムはa;>-b;,b; >-a，のどちらも成り立たないことを示す（すなわち，ローレンツ
曲線が交差する）。
(f): 0はdはBによって，～majoriseされることを示す。×は成り立たないことを示す。
試算の結果は，表6でまとめられているO ここから厚生に関する評価につい
て以下のことがわかる。第一に，税源移譲はすべての規模においてMMの基準
で評価して支持される。すなわち， l次同次の評価関数と個人の状態の総和で
定義される社会厚生関数の下で税源移譲は望ましいと評価できる。これは，税
源移譲によって，所得水準が高く公共支出の規模が相対的に小さい地方政府の
財源規模が拡大するためである。一方で，所得税の移譲は税制による所得再分
配機能を弱めるので，この改革はRMの基準では支持されず， UMの基準でも
支持されない。第二に，改革後の配分が改革前の配分によってWUMされるた
めに必要とされる所得と公共支出の増加額は，税源の移譲規模が大きくなるに
つれて増加するO 基本ケースでは，すべての地域に0.04%の実質的な所得増と
2.89%の公共支出増がもたらされ，国全体として1.86兆円の利得が発生するな
ら， WUMの基準でみて厚生が改善される。
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表7 税源移譲の設定（2)
財源の移譲規模 所得税 消費税 基本（再ケ掲ー）ス
国税の削減額（百万円）
個人所得税（b) -5,000,000 。ー2500 000 
消費税 。同5,000,000 2ー,500,000
地方税の増税額（百万円）
都道府県民税（所得割） 1,952,539 。 702,539 
市町村民税（所得割） 3,047,461 。1,797,461 
地方消費税（都道府県分）ω 。1,952,539 1,250,000 
地方消費税交付金（市町村） 。3,047,461 1,250,000 
基準財政需要の削減率（%）
都道府県（Sp) 3.11677 2.97479 3.11677 
市町村（8s) 8.39769 7.11239 8.39769 
普通交付税不交付団体の数仙
都道府県 1 1 1 
市町村 256 236 249 
(b), (c), (d）：表5と同じ。
4.2 税源の移譲（2）一所得税と消費税の比較－
税源移譲の政策的合意を調べるために， {i）所得税だけが5兆円移譲されるケー
スと， （i）消費税だけが5兆円移譲されるケースを考える。比較を容易にする
ために，基本ケースと同じ規模の財源を都道府県と市町村のそれぞれに，所得
税，もしくは消費税のみで移譲するものとするO その他の設定や方法は，基本
ケースと全く同じであり，表7にまとめられている。ここからわかるように
消費税よりも所得税を移譲する方が基準財政需要の削減率は大きくなり，その
結果，地方交付税の不交付団体数も増えるO このことは，財源基盤が脆弱な地
域とそうでない地域の間の財源格差が拡大することを示唆しているO
表8の厚生評価に関する結果は，所得税だけが移譲されるよりも消費税を移
譲する方が望ましいことを示している。第一に，消費税の場合にはMMとRM
のどちらの基準で判断しても，税源移譲は望ましいと判断される。消費税の場
合にRMの基準で見て望ましいと判断されるのは，再分配後所得の配分が全く
変化しない一方で，公共支出の配分が均等化されるためである。第二に，
WUMとなる所得と公共支出の増加率についても消費税の方が低く，消費税〈
基本ケース＜所得税，の順になる。
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表8 5兆円移譲の効果（移譲財源の比較）
財源の移譲規模 所得税 消費税 基本（再ケ掲ー）ス
分布の比較
所得の分布ω a,.'>・b-" a-"=h.v a,.>b-" 
公共支出の分布ω hg>ag b8'?-a8 b8'?-ag 
厚生に関する判断。
MM: BM>-A 。 。 。
RM : BR>-A × 。 × 
UM : B'>-A × × × 
試算の結果
WUMとなる増加率（%）
所得（仇） 0.06437 0.02878 0.04146 
公共支出（払） 3.34849 2.34729 2.88809 
WUMとなる ~1L;a／＋~8L;a;（百万円） 2,203,570 1,498,389 1,860,734 
(e), (f)：表6と同じ。
この結果，所得税の場合には約2.2兆円の増加が必要とされるのに対して，
消費税の場合は約1.5兆円であるO
4.3 基準税率の引き下げ
次に，地方交付税制度における基準税率の引き下げを検討する。ここでは，
現在，都道府県が0.8，市町村が0.75である基準税率を，それぞれ/1(p（都道府県），
Aん（市町村）だけ引き下げるような改革を考えるO 同時に，交付税の財源規模を
不変に保つために，すべての地方団体の基準財政需要をηp（都道府県）， 1s （市
町村）の率で比例的に引き下げる 250 試算は，都道府県の基準税率を市町村と同
じにする改革（/1tp=0.5,Ms=O）と，これを0.7,0.6, 0.5とする場合について行う。
このような改革の結果，総額では改革前と変わらない地方交付税が広く薄く
配分されることになるので，表9に示されるように交付税の不交付団体の数は
改革前よりも減少するo 個別の地方政府について考えると，不交付団体の財源
規模はこのような改革によって変化しなし、。一方，交付団体のうち，税収が相
対的に大きい地域では，基準財政需要の削減よりも基準財政収入の減少の方が
25 すなわち，以下が成り立つようにηP,TJsを求める。
（都道府県） : l:;max{(lーや）BN,-(l-!!M0.8)BR;,O}=LAれ
（市町村）： l:;max{(l-ris)BN;-(1-M.s!O. 75)BR,, O}=LAれ
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大きくなるため，地方交付税の配分が増加し，公共支出の規模が拡大するO 逆
に，税収が相対的に少ない地域では財源の規模が減少する。
表 9 基準税率引き下げの設定
都道府県の基準税率 0.75 0.7 0.6 0.5 
市町村の基準税率 0.75 0.7 0.6 0.5 
基準財政需要の削減率（%）
都道府県（η，） 2.84678 5.69355 11.46297 18.28935 
市町村（ηs) 0.00000 3.67355 11.08567 18.58759 
普通交付税不交付団体の数（d)
都道府県 1 。 。
市町村 84 71 55 38 
(d）：改革前の普通交付税不交付団体の数は， 1（都道府県）， 84 （特別区を除く市町村）
表10 基準税率引き下げの効果
都道府県の基準税率 0.75 0.7 0.6 0.5 基本ケース
市町村の基準税率 0.75 0.7 0.6 0.5 （再掲）
分布の比較
所得の分布（叫 ly二 by a，ニby a_,.=by ay=by av>h)' 
公共支出の分布ω h8>a8 h8>a8 h8>a8 hg＞α芭 bg>ag 
厚生に関する判断。
MM: BM>A 。 。 。 。 。
RM : BR>A 。 。 。 。 × 
UM : B>A × × × × × 
試算の結果
WUMとなる増加率（%）
所得（仇） 0.00487 0.03504 0.08724 0.14304 0.04146 
公共支出（払） 0.46594 1.27381 3.00070 5.15634 2.88809 
WUMとなる~，L;a／＋~8L ，叫（百万円） 295,043 868,177 2,058,445 3,517,720 1,860,734 
(e), (f)：表6と同じ。
改革の効果は，表10でまとめられているO 第一に，このような改革は交付税
の配分方法を変化せせる効果だけを持つので再分配後所得の分布は改革前と変
わらなL、。一方，公共支出の分布は，基準税率の引き下げが地方交付税の再分
配機能を弱めるので，改革前よりも均等化される。この結果，基準税率がいず
れの場合においてもこのような改革は， RM, MMの基準で見て支持される。
第二に， WUMとなるために必要とされる所得と公共支出の増加率は，基準
税率が低くなるほど増加する。単純な比較はできないが，基準税率を0.6以下
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にするような改革では， WUMとなる所得と公共支出の増加額は基本ケースよ
りも大きくなる。
4.4 基準財政需要の簡素化
最後に，基準財政需要の算定方法を簡素化するような改革を考える。但し，
都道府県の基準財政需要額には各地域における固有の事情がより強く反映され
ていると考え，ここでは市町村の基準財政需要の算定方法の改革のみを考えるO
具体的には以下の二つの方式で‘基準財政需要額を算定するような改革を考え
る。
ケー ス（i）：基準財政需要額（千円）＝747,454+65,265,385×s（指定都市）十169×人口．
ケー ス（i）：基準財政需要額（千円）＝175×人口．
ケース(i）のs（指定都市）は，政令指定都市については1をとり，それ以外はゼロ
の値をとる関数である。ケース（i）の定数項を除いた係数は，現在の基準財政需
要額を指定都市ダミーと人口を変数としてOLSにより回帰させて得られた値
であり，定数項はこの算定方式に基づいて配分される地方交付税の総額が改革
前と同額になるように調整されている。ケース（i）の係数は現在の地方交付税
総額を総人口で除した値であり，市町村に配分される地方交付税の総額は改革
前と同額であるO
このような改革は，地方交付税が人口規模と比較して相対的に多く配分され
ている市町村の財源規模を縮小させる。現行の基準財政需要額は，人口規模や
面積などが同じであっても，財政基盤が脆弱な地方団体に対して高く算定され
る傾向がある。また，都市よりも町村においてその算定額が大きくなる傾向も
ある。したがって，改革によって町村部を中心とした交付団体の財源規模は縮
表1 基準財政需要簡素化の設定
基準財政需要の算定方式 ケース(i) ケー ス（i)
普通交付税不交付団体の数（d)
都道府県 1 1 
市町村 48 47 
(d）：改革前の普通交付税不交付団体の数は， 1（都道府県）， 84 （市町村）
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表12 基準財政需要簡素化の効果
基準財政需要算定の方法 ケース(i) ケース（i) 基本ケース
（再掲）
分布の比較
所得の分布ω ay=by a,=by ay>by 
公共支出の分布（e) bg>ag bg>ag bg>ag 
厚生に関する判断n
MM: BM>A 。 。 。
RM : BR>A 。 。 × 
UM : B>A × × × 
試算の結果
WUMとなる増加率（%）
所得（仏） 0.45139 0.35735 0.04146 
公共支出（ι） 2.26601 2.55610 2.88809 
WUMとなる~L;a；＋~gL;a;（百万円） 2,646,958 2,555,562 1,860,734 
(e), (f)：表6と同じ。
小する。一方，改革前基準財政需要が相対的に低く算定されていた不交付団体
の中で交付団体へ移行する市町村が出現するO 表1で示される不交付団体の数
の減少はこのことを示している。
この改革の結果は表12でまとめられているO 二つのケースは基本的に類似した
結果を示している。この改革も地方交付税の配分方法に関するものであるから，
所得の分布は改革前と変わらなし、。公共支出の分布は他の改革と同じく均等化
される。位し，税源移譲や基準税率引き下げの場合では，改革によって再分配
前所得の高い地域の財源規模が大きくなり，低い地域の財源は減少する傾向が
あるが，基準財政需要の算定を簡素化する改革では必ずしもそうではない 260 こ
の結果，第一に，改革はMMとRMの基準で見れば支持される。第二に， WUM
となるような所得と公共支出の増加額は約2.6兆円であり，他の改革と比較し
て，必要とされる所得の増加率が高いことが特徴として挙げられるO
4.5 改革案の比較
26 例えば，ケース(i）では，一人あたり再分配前所得の下位25地域のうち， 7地域で改革後
の公共支出が増加する。基本ケースの場合，一人あたり再分配前所得の上位7都府県の
公共支出が増加し，それ以外の地域の公共支出は減少する。基準税率を都道府県，市町
村ともに0.6とするような改革では，一人あたり再分配前所得の下位24地域において改革
後の公共支出は減少する。
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ここまで取り上げたいずれの改革案においても，それが所得の増加や実質的
な公共支出の増加という形で十分な効率性の改善をもたらすのであれば，一般
的な評価関数や社会厚生関数の下で支持される。しかしながら，改革が上のよ
うな意味で十分な効率性の改善をもたらさないとき，分配面に着目したそのコ
ストはどの程度であろうか。
このことを考えるために，改革前後で所得や公共支出の総額は変わらないと
して，改革が最も一般的な基準であるUMの意味で支持されるためには，所得
の分布を最低限どの程度均等化させねばならないか，という問題を考えるO す
なわち，公共支出を通じた再分配機能が弱められた代わりに租税による所得再
分配機能をどの程度強めると仮定1.2を満たすような枠組みで望ましい改革と
なりえるのかを測る。
表13 改革案の比較
税源移譲 基準税率引き下げ基準財政需要簡素化
5~包円 7~包円 0.6 0.5 ケース（i）ケース（i)
UMとなる所得のジニ係数 0.0762 0.0740 0.0845 0.0823 0.0839 0.0837 
WUMとなる増加額＊ 1,860, 734 3,218 237 2,058,445 3,517, 720 2,646,958 2,555,562 
勺ま再掲（単位：百万円）
参考：現在の再分配後所得のジニ係数＝0.0857
表13は，これまで考察した分権化改革案のいくつかについて，改革後の各地
域における公共支出額を所与として，その配分がUMとなるような仮想的な所
得分布を考え，その中の最大のジニ係数を示している九ここから，税源移譲
は効率性の改善が期待できなければ，分配面でみて大きなコストを発生させる
ことがわかる。すなわち，税源移譲においてUMとなるために必要なジニ係数
の値は，たとえWUMでみた効率性の改善必要額が低くとも，他の改革案と比
較して低い。このことは，地方交付税の削減を伴う税源移譲が東京都への税収
の集中を招くことに起因しているヘ一方，他の地方交付税の配分方法に関す
る改革では， もともと不交付団体が相対的に多い東京都内の地方団体の財源規
27 このために，改革後の公共支出の配分額を所与として，改革後の配分が改革前の配分
によってUMされ，かっ再分配前所得の順位と等しくなるような所得分布の中で，所得の
ジニ係数が最大になるような分布を線形計画法によって求めた。
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模を大きく拡大させることはなL、。
5. まとめ
本論では，分権化改革が地域間の所得分配と厚生に与える影響を考察した。
特に，税源の移譲，基準税率の引き下げ，基準財政需要の簡素化の 3つの改革
について，その厚生効果を評価した。分析の結果をまとめると以下のようにな
る。
第一に，ここで考察したすべての分権化改革は一人あたり財源規模の地域間
格差を縮小させるO 特に，再分配後所得の高い地域の財源規模は拡大し，再分
配後所得が相対的に低く補助金依存型地域の財源規模は縮小する。この結果，
MMの基準，すなわち個人の状態を評価する関数が 1次同次で，個人の効用の
総和で社会厚生が測られるならば，分権化改革は特に追加的な政策なしに望ま
しいと判断される。
第二に， しかしながら， UMの基準で見ると本論で考察したすべての改革は
支持されない。もちろん，分権化改革の目的の一つは効率性の改善にあり，改
革によって所得や実質的な財源規模の増加を期待できるならば，たとえ相対的
な分布は悪化してもWUMの基準で改革が支持される可能性はある。
第三に，分権化改革が厚生に与える影響は，改革の規模はもとよりその態様
によっても異なる。例えば，税源の移譲は東京都への税源の集中を招き，効率
性の改善が伴わなければ相対的に大きな厚生コストを発生させる。
これらのことから，以下のような政策的合意が導かれる。第一f に，分権化改
革では，国と中央の機能分担を整理することが不可欠である。地方政府の目的
は効率性の達成であり中央政府が所得再分配を行うという，伝統的な機能分担
論に立ち返った政策提言と議論が必要である。分権化改革は，累進的な租税負
28 例えば，基本ケースが所得や公共支出の増加なしにUMとなるには，東京都民の租税負
担を現よりも一人あたり約29万円引き上げ，他の所得の低い地域の租税負担を軽減させ
る必要がある。
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担と地方財政による逆進的な公共支出の配分を通じたわが国の再分配政策にお
いて，公共支出が担っていた再分配機能を弱める。したがって，国には所得再
分配を効果的に行いうる政策手段を残しておくべきであるO 税源移譲を考える
としても，地方に移譲される租税は所得税よりも消費税の方が望ましL、。但し，
国の租税による再分配の強化は新たな効率の損失を生み出すのであるから，い
ずれにしても効率性の改善を伴わない分権化改革は支持されない。
第二に，このとから，分権化を目指した制度設計においては効率性の改善が
強く意識されるべきである。本論では，分権化改革の分配面に着目した厚生コ
ストを定量的に評価することを試みた。このことは改革における効率性の改善
を軽視しているのではなく，改革における効率性の改善と分配面で生ずるコス
トの双方によって厚生効果が特徴づけられることを述べている。 4.5節で見た
ように，効率性の改善を伴わない分権化改革は，分配面から見て大きなコスト
を発生させるO
第三に，地方交付税の基準税率を引き下げかっ基準財政需要の算定方法を簡
素化するような改革は，もしもそれが地方政府の誘因を高めることを通じて効
率性を改善できるならば，効率性の観点からだけでなく，分配上の厚生コスト
が比較的小さいという意味でも支持されるであろう。但し，ここで考えたよう
な改革案では，改革後の地方交付税交付団体の数は改革前よりも増加する。こ
の面で発生しうる非効率を抑えるような工夫が必要である。
最後に本論で残された課題のいくつかを指摘しておきたL、。第一に，分権化
改革の厚生効果をより詳細に評価するためには，これによる効率性の利得を推
計する必要があるO これによって，異なる分権化改革案をより適切に比較，評
価することができる。第二に，本論では，公共支出の減少が地域の所得減少に
つながる可能性を無視している。しかしながら，雇用を公共事業に依存してい
る地域は数多くあり，そこでは，本論で考えたような試算は必ずしも適当では
なL1。第三に，本論では公共支出を財源ベースでみた人口一人あたり支出額で
捉えている。しかしながら，厚生分析のためには，地方政府の支出を産出量ベー
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スで測ることも必要であるO このとき，公共支出が持つ公共財的性質や便益の
域外への漏出を考慮すると結果が変わるかも知れない。
わが国において地方分権化や国による地域間の財政調整機能のあり方を考える
とき，分配の問題を避けて通ることはできず，本論の枠組みに基つeきながらも
上述の課題に応えうるより包括的な分析が必要とされるO これは今後の課題と
しfこし、。
補論
性質1の証明： A三BPとなる二重確率行列Pが存在するとする。このとき， A-
C=BPとなるような非負の行列Cが存在するoAc=A-Cとおき，その第i列ベク
トルをa~と書くと， a~＝Bp;=2.pijbjであるO Pは二重確率行列だから2.pij=1で司ある。
また， uは凹関数だから， u（配）＝u("f.jpijbj）ミエpijuW）が全てのi=l，…，Nについて成
り立つ。すなわち， ［u(aJ），…，u(at)J三［u(b1），…，u(bN)JPで、あり， ［u(aJ），…，u(at)J一
[z, .らZN]=[uW），…，uW)JPとなる非負のベクトルzが存在する。 WはS凹であるか
ら， Hardy-Littlewood-Polyaの定理から， W[u(aJ)-z，…，u(at)-zN］ミWCuW），…，u
ゅう］が成り立つO さらに， Wは非減少関数なので， W[u(aJ),・・・,u(at)J2': W[u(aJ)-z，… 
,u(at）ーZN］が成り立つouは非減少関数で・あるから， u(aD=u(a1-c 1)<u(a’）となり，再
びWが非減少関数であることを用いると， W[u(a1），…， u(a恒三W[u(aJ），・・，u(at)J
を得る。一連のWに関する不等式から， W[u(a1），…，u(a恒三W[u(b1），…，U(bN)Jであ
る。
性質4の証明： d三BPとなる二重確率行列Pが存在するとしよう。すると， a；三
Bp＇であり， J, Kを地域に関する添え字とすれば，第J地域に居住するすべての
個人の状態は同じ（すなわち，改革前はb*J，改革後はがJ）としているので， J地
域における改革後の配分総額は，ヱ但Ja1=LJa*J三B(L;EJPJJ, .・，L1EJpNJ’＝［b*1, ・ ・ ,b*5] 
(q，み…，qd’となり，まとめると， ［L,a*1，…，Lsa＊っと［b*1, ・・,b＊つQとなる。ここで，
S×Sの行列Qの成分q/(jは， qKJ=L日 LjEJpij2':0, LKqKJ=LJ, LJqKJ=LKであり， Qは性
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質 4の条件を満たす。次に， ［Lia*1, ・・・,Lsa*s］三［b＊／，…，b*SJQであり， LKqKJ=LJ,
LJqKJ=LKとなるような非負の行列Qが存在するとしよう。すると， α＊J三（1/L.,)
[b＊／，…，b*SJ(q1J，…，qSJ）’＝"f,KLKb*KqK.fiベLJLK）が成り立つO ここから，改革前の個人の
配分を， B*J=[bペ…，b*JJのような2×LJの行列を用いて， B=[B*1, ・・・,B*SJと表す
と， α＊J;::[B*1, ・・・,B*1PJがすべてのJ＝し，Sについて成り立つ。ここで， pJ=(plう…，
PSJ）’はN×1のベクトルであり， PKJはその全ての成分がqKJ.ベL.LK）である1×LJのベ
クトルである。改革後の配分も， A=[A* 1, ・・,A *SJと表し， P*J=[p*J，…，，p*J］をN
×LJの行列とすれば， A三B[P*1, ・・・,P*s］であり，［P本＇，・ P什は二重確率行列で
あるo
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